
（ ）

一般会計

年度

活動実績

27年度

定性的な成果目標と25～27年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

人

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
内閣府設置法第４条第３項第５２号

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

- -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

達成度 ％

-

28年度活動見込

4,664,714 3,690,717 3,536,803

研究員８人による調査・研究活動及び事務局業務従事

単位

日本の果たすべき役割で
「人的支援を含んだ、地域
情勢の安定や紛争の平和
的解決に向けた取組を通じ
た国際平和への貢献」と回
答した割合。

％目標値

59.5 57

40.2 40.5

実績

定量的な目標が設定できない理由

人

代替目標 代替指標
中間目標

28 年度

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載
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-

実施方法

国際連合等の国際機関の受け入れ事情もあるため

事業番号

国際平和協力のための人材育成経費 担当部局庁 国際平和協力本部事務局 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 - 参事官　三浦　健太郎

事業名

会計区分

28年度

▲ 9

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

37

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

既に国際平和協力の現場で活動し、同分野における知見を有する者を対象として、公募を実施し、書類審査や外部有識者による面接審査により選考を行っ
た上で、最長２年間の任期の研究員（非常勤国家公務員）として採用。国際平和協力分野に関する能動的・主体的な研究活動のほか、国際平和協力隊員の
派遣前研修の講師、広報活動等の事務局業務に従事させることにより、事務局機能の強化を図ると同時に、総合的な能力向上・人材育成の推進を図ってい
る。

▲ 8

43

- -

-

-

25年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

47

単位

Ｘ（執行額）／Ｙ（人数）
月別最大で計７人が事務局で業務に従事した。

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

▲ 4

-

補正予算

円

24,757,622/729,525,743/8

平成１７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国際平和協力研究員（以下「研究員」という。）を能動的・主体的な調査・研究活動や国際平和協力本部事務局（以下「事務局」という。）の業務に従事させるこ
とにより、研究員の知見等を最大限活用して事務局の機能強化を図るとともに、国際平和協力分野の現場で活躍する文民を育成することを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

-

平成２８年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

39 37 39 40 0

30 25

執行率（％） 95% 81% 64%

外交に関する世論調査に
おける、「日本の果たすべ
き役割」で前年度設問平均
以上の回答を得る。

単位

％ 60.7

8 8 8

計算式
執行額/人
数

-

37,317,718/8

26年度

　 0113

年度-

-

「国際平和協力懇談会」報告書（H14.12.18）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

-

40

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

-

-

-
25年度 26年度 27年度

調査・研究の成果を、シンポジウム、政府機関、大学院等における講演、論
文発表を通じて発信する。それを実績とし、国際連合等の国際機関への就
職及び、世界への貢献とする。
活動実績としては、講演やシンポジウムでの研究発表を中心とした研究員の
能力向上に加え、事務局機能強化の観点から、我が国の国際平和協力隊
員の派遣前研修や海外ＰＫＯ訓練センターでの講師としての指導、さらに
は、専門分野での情報発信を通じた広報活動など、高度な専門的知見を活
用して業務を実施した。
また、国連等国際機関への就職状況は、平成２５年度　赤十字国際委員会
（ＩＣＲＣ）１名。平成２６年度　赤十字国際委員会（ＩＣＲＣ）１名、国連児童基金
（ＵＮＩＣＥＦ）１名、国連開発計画（ＵＮＤＰ）１名、国連難民高等弁務官事務所
（ＵＮＨＣＲ）１名。平成２７年度　赤十字国際委員会（ＩＣＲＣ）１名、国連難民
高等弁務官事務所（ＵＮＨＣＲ）１名、国連開発計画（ＵＮＤＰ）１名となってい
る。

39.9 -

100 100 100 - -

37

目標最終年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

8 8 7 -

8

25年度

-

チェック



-

32

40.6 0

委員等旅費

年度

- - - -

3

- -

目標値 -

外国人招へい旅費

-

施策の進捗状況（目標）目標

28年度当初予算

単位

2

-

0.3

3

諸謝金

施策の進捗状況（実績）

26年度 27年度

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）
国際平和協力業務庁費

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

既に国際平和協力の現場で活動し、同分野における知見を有する者を対象として、公募を実施し、選考を行ったうえで研究員を採用。国際平和協力
分野に関する調査・研究活動のほか、研究員各自の専門性を発揮しつつ各種事務局業務に従事させることにより、事務局機能の強化が図られてい
るほか、総合的な能力向上・人材育成を図っており、国連・国際機関等、国際平和協力分野で幅広く活躍する人材を着実に輩出してきている。国際
連合を中心とした国際平和のための努力に積極的に寄与するため、引き続き、本事業を推進していく。

歳出予算目

- - 年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度

定性的指標
目標年度

肯定評
価（年度
ごとの
目標）

平成27
年度

0.3

計

実績値 - -

非常勤職員手当

国際平和協力業務旅費

施策 ６１　国際平和協力業務等の推進（政策２２－施策①）

政策 ２２　国際平和協力業務等の推進

国際連合を中心とした国際平和のための努力に積極的に寄与する
こと。

我が国の国際平和協力業務等に対して国連、現地政府等から高
い評価を得ている。

測
定
指
標

国際平和協力業務等に対する国連、現地政府等の評
価。

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



当事務局は、我が国唯一の国際平和協力業務を所掌する
部局であり、当該分野における文民育成の場として唯一の
活動場所である。

○

評　価項　　目

有識者からなる国際平和協力懇談会の提言を踏まえ実施し
ている。また、世論調査では６割が、我が国は「人的支援を
含んだ、地域情勢の安定や紛争の平和的解決に向けた取り
組みを通じた国際平和への貢献」を果たすべきと回答してい
る。

-

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

-

‐

将来的に国際平和協力分野で活躍できる中堅キャリアレベ
ルの人材の育成を目的としており、研究員は退職後約半数
が国際連合や国際機関に就職し、それ以外の者も国際平和
協力分野のさまざまな組織で国内外を問わず幅広く活躍し
ている。研究員は研究成果を国際平和協力シンポジウムで
発表するとともに、事務局ホームページに各自の専門分野
に関する記事を掲載するなど、積極的に情報発信を行って
いる。

0156 平成23年度

○

目的外となる執行は認められない。

○
研究員は公募しているが、選考に当たっては、国際平和協
力分野に深い知見を持つ外部有識者にも審査に参加しても
らい多角的な視点から適切な人材を採用している。

○

- - -

- -

- -

-

-

点検結果

0157

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

本事業については、引き続き適切に実施していく必要がある。

・本事業については、契約及び請求書等関係書類を精査のうえ支出しており、支出状況及び使途のいずれも適正である。
・我が国が、国際平和協力分野での人材育成を通じて国際平和に寄与するため、引き続き適切に実施していく必要がある。
・４９名の修了者のうち、国連等国際機関に２５名、国際ＮＧＯに４名、外務省・防衛省・内閣官房等政府機関に８名など、国際平和協力分野で
幅広く活躍する人材を着実に輩出している。

-

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

無

0163

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

研究員の知見等を活用し、事務局の機能強化を図ってい
る。人材育成事業は、国際平和協力隊の派遣、人道救援物
資備蓄に並ぶ優先度の高い事業である。

妥当性を欠いた執行は認められない。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

成果目標に見合った成果実績を達成した。

事業番号関
連
事
業

-

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○ 必要となる人材を確保し、各種活動に従事した。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

会計法等に基づき、競争による調達を原則としている。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

0111 0117平成26年度平成25年度

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

0108 平成27年度

内閣府国際平和協力本部

２５百万円

A．個人 ７名

２１百万円

Ｂ．個人 １２名＋国連開発計画駐日代表事務所

１百万円

Ｃ．個人 ３名

０．６百万円

【個人】

【個人】

Ｄ．(株)国際開発ジャーナル

１百万円

Ｅ．国際連合大学他７社

１百万円

Ｆ．(株)国際開発ジャーナル

０．１百万円

【個人】

【随意契約（少額）】

【個人・随意契約（少額）
等】

【随意契約（少額）】

研究員に係る非常勤職員手当

研究員の国内外研修等への参加に係る
旅費、有識者に対する諸謝金等

研究員の研修受講費用

研究員の募集に関する情報の掲載に係る
費用

国際平和協力シンポジウム開催に係る費
用

国際協力キャリアフェア2015への出展

国際平和協力分野の調査・
研究活動及び事務局業務支
援



金　額
(百万円）

A.個人

0.5

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

0.4

研究員の旅費

使　途

人件費 旅費研究員

費　目

B.個人

金　額
(百万円）

5

費　目 使　途

計 5 計 0.5

C.個人 D.（株）国際開発ジャーナル

費　目 使　途

受講費用 「国際人道法研究所主催夏季講座」参加 0.2 掲載料 「国際開発ジャーナル」掲載料

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

掲載料 「国際開発ジャーナル」掲載料 0.3

掲載料 「国際協力キャリアガイド」掲載料 0.3

計 0.2 計 1

運用費用
「国際平和協力シンポジウム」に係る音響シ
ステム等運用

0.1

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

会場借料
「国際平和協力シンポジウム」に係る会場借
料

0.3 出展料 国際協力キャリアフェア２０１５出展料 0.1

計計 0.4 0.1

E.国際連合大学 F. （株）国際開発ジャーナル

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

（株）国際開発ジャー
ナル社

6010401010632
国際平和協力研究員募集
広告掲載

0.4
随意契約
（少額）

- - -

（株）国際開発ジャー
ナル社

6010401010632
国際平和協力研究員募集
広告掲載

0.3
随意契約
（少額）

- - -

個人Ｍ - 「国連戦術課程」参加 0.2 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

個人Ｄ -
「シビル・ミリタリー・リレー
ションズ課程」参加

0.2 - - - -

個人Ａ

個人Ｂ

個人Ｃ

個人Ｄ

個人Ｅ

個人Ｆ

個人Ｇ

個人Ａ - 国際平和協力業務旅費 0 - - - -

国際平和協力業務旅費 0 - - - -

個人Ｌ - 諸謝金 0 - - - -

個人Ｊ - 諸謝金 0 - - - -

個人Ｃ -

5 - -

4

7

6

1

- -

-

-

- -

2

3

-

-

-

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

2

-

個人Ｄ - 国際平和協力業務旅費 0.3

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

個人Ｂ - 国際平和協力業務旅費 0.5 - - -

- - - -

国連開発計画駐日
代表事務所（個人に
対する謝礼金の領収
の委任先）

- 諸謝金 0.1 - - - -

6

7

4

5

個人Ｈ - 諸謝金 0 - - - -

10

8

9

個人Ｋ - 国際平和協力業務旅費 0 - - - -

個人Ｉ - 諸謝金 0 - - - -

3

1

2

個人Ｂ -
「国際人道法研究所主催夏
季講座」参加

0.2 - - - -

1

2

3

（株）国際開発ジャー
ナル社

6010401010632
国際平和協力研究員募集
広告掲載

0.3
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

- -

法　人　番　号

-

-

-

-

-

-

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-

- -

-

-

-

-

-1

- 5

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

4

4

3

ＰＫＯ事務局での調査、研
究、講演等業務への従事

ＰＫＯ事務局での調査、研
究、講演等業務への従事

ＰＫＯ事務局での調査、研
究、講演等業務への従事

ＰＫＯ事務局での調査、研
究、講演等業務への従事

ＰＫＯ事務局での調査、研
究、講演等業務への従事

ＰＫＯ事務局での調査、研
究、講演等業務への従事

ＰＫＯ事務局での調査、研
究、講演等業務への従事

2

1



E

F

（株）ワイ・ビー・シー 6010001082329 消耗品購入 0
随意契約
（少額）

- - -

サントリービバレッジ
サービス（株）

6012401010323 飲料水 0 一般競争入札 2 - -

（株）ＮＨＫグローバ
ルメディアサービス

5011001003977 同時通訳 0.1
随意契約
（少額）

- - -

扶桑速記印刷（株） 9010001027784 テープ起こし 0.1
随意契約
（少額）

- - -

（株）サンケイ会館 9010001017505 ケータリングサービス 0.1
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国際連合大学 7011005002973 会場借料 0.3
随意契約
（少額）

- - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

1

2

5

6

3

4

（株）サンケイ会館 9010001017505 飲食 0.1
随意契約
（少額）

- - -

国際連合大学 7011005002973 会場音響システム運用 0.1
随意契約
（少額）

- - -

9

10

7

8

（株）レインボウ 7010001032316 看板製作 0
随意契約
（少額）

- - -

GSM Rentafone Pty
Ltd

3700150006351 携帯電話料金 0
随意契約
（少額）

- - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）国際開発ジャー
ナル社

6010401010632
国際協力キャリアフェア２０
１５出展

0.1
随意契約
（少額）

- - -

チェック


